「表示」→「見出しマップ」をクリック
０　ウォーミングアップ
００　トピックス
男女共同参画

団塊世代（シニア）

外資参入
ゆうちょ銀行

１　制度（ルール）と外部環境

１．１　景気などの外部環境

１．２　制度（ルール）

２　地域金融機関

２．１　貨幣取引・資金調達戦略
２．２　中小企業金融

２．２．１　需要と供給

2．2．3 信用リスク：新技術活用戦略

山陰合銀、山口銀など、協調融資２０億円、ジュンテンドー向け。

	2008/10/08, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ａ), 11ページ, 　, 245文字


　山陰合同銀行と山口銀行は、ジュンテンドーに対して総額二十億円の協調融資（シンジケートローン）を実施した。山陰合同銀、山口銀を含む五金融機関が参加した。ジュンテンドーは出店や設備投資の資金に充てる。
　協調融資は、山陰合同銀、山口銀が共同主幹事になって先月末に実施。商工組合中央金庫、住友信託銀行、みずほ銀行も加わった。ローンの期間は五年。
　ジュンテンドーでは二〇〇九年二月期にホームセンター事業で四店の新規出店と二店の増床、五店の全面改装などを計画しており、今回の協調融資で費用をまかなう。

製品在庫を担保に、八十二銀と政投銀が融資、青木固研究所。

	2008/10/09, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 372文字


　ペットボトル成型機メーカーの青木固研究所（長野県坂城町、青木茂人社長）は八日、同社の製品在庫を担保に八十二銀行と日本政策投資銀行から七億円を調達したと発表した。在庫や生産設備などの動産を担保とする融資の一種。調達資金は在庫管理資金などに充て、顧客の納期短縮ニーズに対応する。
　ペットボトルの製造装置や金型などの在庫を担保に設定した。動産担保の評価は、八十二銀の提携先であるゴードン・ブラザーズ・ジャパン（東京・千代田）が担当。八十二銀と政投銀が三億五千万円ずつ融資する。
　青木固研究所はペットボトル成型機の開発、製造を主力とし、ペットボトル製造に関する技術支援も手がける。二〇〇八年二月期の売上高は七十四億円で九割を海外向け輸出が占める。今回の資金調達により、「顧客からの受注拡大や短納期ニーズに対応して販路拡大につなげる」（総務部）考えだ。

２．２．４　顧客ロイヤルティ戦略

２．２．５　再生・創業・拡張戦略

遠州信金、創業者向け融資、金利、０．１％低く。

	2008/10/15, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 293文字


　遠州信用金庫（浜松市）は創業者向けの融資商品「創業サポートプラン」の販売を始めた。二カ月以内に新事業を始める予定の人や創業から五年未満の事業者が対象。通常の融資よりも金利を〇・一％低く設定する。
　創業サポートプランの融資を受けるには浜松商工会議所や地域内の商工会、税理士による紹介が必要。融資額は運転資金で三百万円以内、設備資金で五百万円以内。それぞれ融資期間は五年以内、七年以内とする。
　遠州信金は創業希望者らからの事業計画を審査し、必要に応じて計画の改善の助言などもする。商工会の起業支援講座などに職員を派遣しており、こうした講座などを通じて有望なベンチャーを発掘、育成していく。

２．２．６　新分野開拓戦略

２．３　個人金融
２．３．１　住宅ローン需要と供給

２．３．２　住宅ローン価格戦略

２．３．３　住宅ローンロイヤルティ戦略

千葉興銀も取り扱い、元金返済猶予など特典、女性専用住宅ローン。

	2008/10/10, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 393文字


　千葉興業銀行は十日、女性専用住宅ローンの取り扱いを始める。地方銀行五十六行で構成する「地銀住宅ローン共同研究会」の第一弾商品。同研究会共通の付帯サービスに加え、利用する女性が出産などで仕事を長期間休む場合に最大で三年間、元金の返済を猶予する千葉興銀独自の特典を付与する。
　「ちば興銀女性専用住宅ローン『ゆとりーな』」の付帯サービスは、通常の住宅ローンに家事や育児、介護サービスの優待やホテルやリゾート施設の割引など女性を意識した特典が付いているのが特徴。融資を受けてから五年間サービスを受けられる。
　千葉興銀は共通サービスに加えて、出産や育児、介護により仕事を長期間休む人を対象に、融資を受けている期間中ならいつでも最大三回（一回につき最大一年間）、利息の支払いだけで済む元金据え置きサービスを追加する。
　同様のサービスは千葉銀行も提供しているが、据え置き期間は最大一年間としている。

２．３．４　住宅ローン技術その他

２．３．５　消費性ローン
２．４　政府金融

２．５　フィービジネス戦略

2．6 リスクマネジメント

２．７　ローコスト戦略

２．８　人材・組織戦略

2．9 チャネル戦略

3 銀行代理業務を開始、金融機関以外で県内初、コンサルのＦＰＳ。

	2008/10/24, 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, 　, 380文字


4 　税理士法人の合同会計（群馬県高崎市）のグループ会社で、保険・資産運用コンサルティングのファイナンシャル・プランニングサービス（ＦＰＳ、高崎市、加藤美智子社長）は、銀行代理業者として住宅ローン提案などの営業を始めた。東京スター銀行の住宅ローンや中小企業向けビジネスローンを取り次ぐ。群馬県内で金融機関以外の銀行代理業への参入は初となる。
　関東財務局から業務許可を取得した。ＦＰＳは中小企業支援で東京スター銀と提携したエフアンドエム（大阪府吹田市）が運営する税理士・会計士事務所チェーンに加盟している。同行の商品を取り扱う。
　ＦＰＳは保険や資産運用の相談にくる顧客へのローンの提案を通じて、手数料収入を得る。今後は自宅の土地を担保に老後資金を借りるリバースモーゲージの提案も予定する。東京スター銀は群馬県内で拠点がない。代理販売先を得て自社商品の販売網を広げる。

２．１０　情報システム戦略

２．１１　アライアンス戦略

２．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）

北海道地域

新北洋銀逆風下の船出、▽上、金融危機収益を直撃、有価証券運用依存響く。

	2008/10/07, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 1720文字


　十月十四日、北洋銀行と札幌銀行が合併し、全国地銀で五番目の預金量を持つ新「北洋銀行」が誕生する。道内に本店を置く地方銀行は北海道銀行と合わせて二行となり、信用金庫などとの競争は激しさを増す。折しも、米国発の世界的な金融危機が日本経済にも波及。道内景気も低迷を脱せず、内憂外患の中での船出となる。
　三連休最終日の九月十五日午前、北洋銀本店で合併に伴うシステム統合の最終リハーサルがあった。オンラインサービスをすべて休止し、札幌銀のデータを北洋銀のシステムに移行。横内龍三頭取ら幹部も見守る中、テストは順調に終わった。
　その数時間後、世界経済を激震が襲う。米国の証券大手リーマン・ブラザーズが破綻。翌十六日から世界の金融市場は大混乱に陥る。北洋銀のある幹部は毎朝起きると、まず米国株を確認するのが日課になった。関係部署は連日ミーティングを開き、株式や債券の相場動向に目を光らせる。
損失数十億円に
　北洋銀はリーマンの債権を円換算で約五十億円分保有。メガバンクには及ばないが、全国の地銀の中では多かった。破綻後すぐに売却したが、「市場での取引価格はせいぜい額面の二割程度」（金融関係者）といい、結果的に数十億円規模の損失になるもようだ。
　北洋、札幌銀の持ち株会社、札幌北洋ホールディングスの外債などを合わせた有価証券運用額は二〇〇八年三月末で二兆円（取得原価ベース）。世界の株式市場が総じて好調だった〇七年前半までは運用益を上げ、〇七年三月期まで四期連続で純利益が最高益を更新する原動力となった。
　しかし米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題を受け、〇八年三月期は有価証券の評価損益が千八百六十億円悪化した。株安が加速した九月末では運用環境がさらに悪化。合併初年度となる〇九年三月期は業績予想の下方修正が避けられない情勢だ。「リスク分散を図ったが、世界的な荒波の前では効果が全く出なかった」。横内頭取は明かす。
　大手地銀の中で札幌北洋グループの有価証券運用比率の高さは際立つ。貸し出しと有価証券運用の合計額のうち、有価証券運用の比率は三割弱。最大手の横浜銀行の倍近い。一方で、預金に占める貸し出しの割合（預貸率）は七三％と地銀大手では低く、ライバルの道銀より三ポイント程度低い。
　こうした状況は十年前、破綻した北海道拓殖銀行から営業を譲り受けた時から始まる。北洋銀は拓銀から約二兆五千億円の預金、一兆七千億円の貸出金を引き継いだ。「灰色債権」と呼ばれる貸出先の引き継ぎを拒否したことなどで、貸し出しと預金のバランスが悪くなったことが現在まで尾を引いている。
「狂った計算」
　だが、拓銀承継時の対応だけに原因を求めることはできない。サブプライム問題が広く認識され始めた昨年八月をはさんで多くの地銀が有価証券の残高を減らす中、札幌北洋は〇八年三月期中に取得原価ベースで三千億円近く積み増した。
　積み増し分の多くは国債などの低リスク資産ではなく、投信など高リスク商品だった。当時は利上げ観測などもあり、国債一辺倒の運用では損失が出る恐れもあったが、合併を前に高収益を求めた側面も否定できない。ある北洋ＯＢは「漫然と預金集めに走ったツケだ」と指摘する。
　予想を超える収益環境の悪化は、合併後の成長戦略にも影響を及ぼしかねない。中期経営計画では道内貸し出しシェアを現在の二六・二％から、五年後に三〇％以上に高め、有価証券比率を下げるシナリオを描く。過去三年で三・三ポイント高めた勢いを合併後も維持し、純利益は四百億円と前期比四四％増を目指す。
　ただ、金融危機は米国の実体経済にも波及。日本経済も輸出産業を中心に減速懸念が台頭し、日経平均株価は六日、終値で四年八カ月ぶりの安値をつけた。道内景気も後退色を強めており「正直言って、計算は狂ってきている」（横内頭取）。
　ライバルの道銀は今期中に公的資金を全額返済するメドを付け、新規出店など攻勢に転じる構え。限られたパイの奪い合いの中でもくろみ通り融資を伸ばすことができるか。合併当初から正念場を迎える。

新北洋銀逆風下の船出（中）収益改善へ合理化カード――店舗統合、個人向け強化。

	2008/10/08, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 有, 1340文字


　七日の東京市場。日経平均株価は一時、一万円の大台を割り、市場の混乱が収束する気配は見えない。「合併効果というカードを手にしていて本当に良かった」。北洋銀行の横内龍三頭取はあらためて、一年九カ月前の札幌銀行との合併決断の重さをかみしめる。
　合併効果を最大限に発揮し、難局を乗り切る。切り札の一つが、店舗や人員、業務の効率化だ。
　合併五年後を見据えた中期計画では、業務粗利益に占める経費の割合を表すオーバー・ヘッド・レシオ（ＯＨＲ）を前期実績の五九・八％から五〇％程度まで引き下げる。競合する北海道銀行は五〇％前後を維持しており、筋肉質の収益体質への転換を急ぐ。
　北洋、札幌両行の重複店四十店の統廃合計画も前倒しする方針。半年で五―六店程度の見込みを七―八店まで増やす。合併と業務効率化で浮く五百六十人のうち、自然減で減る人員を除く百二十人を営業部門に回すことで、収益拡大と経費削減の両立を目指す。
　業務のあり方を見直すビジネス・プロセス・リエンジニアリング（ＢＰＲ）や新システム投資も合併後、本格化する。約三百五十億円を投じる新システム投資では、札幌市豊平区に新たなシステムセンターを建て、従来の施設にはバックオフィス部門を集約。先行投資はかさむものの、合併五年後には四十億円の収益改善につなげる。
　合併効果のもう一つの柱が営業力の強化。「合併後はよりサービスを充実させる。リテール部門で力を発揮してもらいたい」。九月二十六日、札幌銀本店で同行として最後の全店長会議が開かれた。出席した横内頭取は合併への決意を表明。「札幌銀の人材への期待の大きさを感じた」（札幌銀の関川峰希専務）
　札銀支店長へのエールは、同行の持つリテール部門への期待の表れだ。建設や不動産の不振で低迷する法人向け貸し出しを補う成長エンジンとして、個人ローンに力を入れる。計画では新北洋の個人向け貸出残高（平均残高ベース）は〇八年三月末比一七％増の一兆八千億円に拡大する。
　合併による商品の見直しでは、北洋銀の個人ローン商品「カードローン・未来予算」を廃止する一方、札幌銀の無担保個人ローン商品を多く残した。特にカードローン「アルカ」は全店をあげて拡販する。「取り扱い店舗が一気に広がり、融資拡大につながる」（関川専務）と期待は大きい。
　さらに、合併後は店舗ごとの性格をより明確に打ち出す。店舗立地に応じて、業務全般を手掛けるフルバンキング店、住宅ローンなど個人向け融資の特化店、資産運用の専門店舗「コンサルティングプラザ」など、顧客のニーズにきめ細かく応える体制を整える。新たな情報システムの構築により、投資信託の購入などをインターネット上にも広げ、販売チャネルを増やす考えもある。
　これまで北洋銀では、旧北海道拓殖銀行の出身者を中心に、法人向け融資を手掛ける行員が多かった。札幌銀の行員との融和をいかに速く進めるかが、個人融資を増やせるかどうかのカギを握る。
　世界経済は混迷の度を深め、道内の景況感も日増しに悪化しつつある。規模や知名度を生かした施策を迅速に実行に移せるか。合併効果を切り札とする新経営陣にとって、最大の競争相手は時間かもしれない。

新北洋銀逆風下の船出、▽下、競争激化、信金再編も、攻めの道銀背後に迫る。

	2008/10/09, , 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 1365文字


　「道銀の強みである金融商品のラインアップや粘り強い営業力をもっと磨くべきだ」。十月三日、北海道銀行の堰八義博頭取はじめ幹部が若手行員と対話する「どさんこヤングフォーラム」。間近に迫った新「北洋銀行」との競争に向け、対抗戦略をぶつけあった。
　新銀行は道内貸出金シェアが四分の一を超え、さらに三〇％台も視野に入れる。二番手ながら差を広げられる道銀は、手をこまぬいているわけにはいかない。人気の「宝くじ付き定期預金」など商品開発力には定評がある。攻勢に向け、財務面でも着々と足場を固める。
　九月二十六日、道銀と北陸銀行の持ち株会社、ほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）は二〇〇九年三月期の純利益見通しを上方修正した。株安や企業倒産の増加で収益環境が苦しくなる中、子会社解散などで利益を捻出（ねんしゅつ）。「今期中に公的資金返済にメドを付けるスケジュールはさらに確実性を増した」（堰八頭取）
　不良債権処理の進展を受け、格付け会社の格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）は五月、道銀の格付けをシングルＡとした。一方、Ｒ＆Ｉは八月、北洋銀をシングルＡプラスからシングルＡに引き下げ。格付けは並んだが、北洋銀への評価はさらに下げる懸念もある「ネガティブ」だった。
　格下げの主な理由は「リスク管理体制が不十分で有価証券評価損を招いた」こと。市場の混乱が長引くようだと、一段の格下げが現実味を帯びてくる。格下げは資金調達コストを引き上げ、貸出金利の上昇圧力となり、融資競争にも悪影響を及ぼしかねない。
　ここ数年、不良債権処理に追われ、守りを固めざるを得なかった道銀と、運用益を背景に攻めの姿勢が目立った北洋銀。金融情勢の急変で立場は逆転しつつある。
　敵は道銀ばかりではない。「都銀や地銀で企業向け融資担当者募集。勤務地は札幌、旭川、帯広、函館」――。先月末、道内での競争拡大に対応した人材派遣会社の求人広告が登場した。
　北洋銀と札幌銀の合併で、かつて二行と取引のあった企業は、一行に融資が集中するリスクを避けるため、他行との取引を広げ始めた。いわゆる「シェア調整」だ。メガバンクはこれを好機と攻勢をかける。「メガバンクは元信金の融資業務経験者を採用し、低金利を武器に信金や道内地銀の取引企業に食い込んでいる」（道内信金理事長）
　信金の中にも、両行の合併を機に業容拡大を目指す動きが出始めた。シェア調整に合わせ、融資を増やせるとの期待のほか、新銀行の店舗統合によって空いた事務所に出店できると歓迎する声もある。いくつかの信金はすでに、北洋銀に出店の意向を伝えたもようだ。
　ただ、地域経済の疲弊は、中小企業を主な顧客とする信金の収益をむしばんでいる。〇八年三月期決算では道内二十四信金のうち、六信金が赤字。「今期も環境は非常に悪い」（信金関係者）といい、新たな再編を呼ぶ可能性もある。
　合併準備の影響で「ここ一、二カ月はすっかりおとなしくなっていた」（本州地銀の道内支店幹部）両行だが、新銀行発足と同時に営業攻勢をかける構え。他の金融機関との競争が激しさを増すのは必至だ。合併の波紋が道内の金融地図をどう塗り変えるか、道内経済全体の浮沈にもかかわってくる。
　（二瓶悟が担当しました）

駅周辺４店舗、統合へ、帯広信金、業務を効率化。

	2008/10/10, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 343文字


　帯広信用金庫（帯広市、増田正二理事長）は来年十月中旬をめどに、ＪＲ帯広駅南側に新店舗を建設し、駅周辺の既存四店舗を統合する。ＪＲ根室線の高架化や駅周辺の再開発で、現状の配置では非効率な面が出てきたため。老朽化もあり、店舗集約に踏み切る。
　九日、本店で開いた臨時総代会で承認された。新店舗は十勝管内の金融機関では初めて土曜日も営業。平日の営業時間も午後四時まで一時間延長する。渉外担当者など営業体制も本店に次ぐ規模とし、融資業務などを迅速化。顧客サービスの向上を目指す。起業相談などを受ける「ふれあい相談室」も統合する。
　新店舗は年内にも着工。帯広市が国の環境モデル都市に指定されたことから、熱源に地中熱ヒートポンプ方式を採用するなど二酸化炭素（ＣＯ２）削減効果を高める設計とする方針。

新北洋銀が誕生道内２行体制、横内頭取、「逆風下に創意工夫」。

	2008/10/15, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 有, 819文字


　北洋銀行と札幌銀行が十四日合併し、新・北洋銀行として業務を開始した。直前の三連休で作業した統合システムはトラブルなく順調に稼働。世界的な金融危機や景気後退懸念など厳しい環境下でのスタートとなるが、疲弊する地域経済の活性化に向けて新銀行への期待は大きい。
　新銀行は預金量で全国地銀五番目の規模となり、道内は新北洋銀と北海道銀行の二行体制となる。新銀行の店舗数は二百三十三店、従業員数は三千八百六十四人。今後、近接する四十店程度を統廃合するほか、定年退職などの自然減や採用の抑制で人員をスリム化する。
　役員は旧北洋銀の高向巌会長、横内龍三頭取、中井千尋副頭取が新銀行でも同じ役職に就任。副会長に就いた旧札幌銀の吉野次郎頭取を含め、代表取締役は四人となった。旧札幌銀の関川峰希専務は常務取締役に、阿部隆常務は取締役に就き、取締役は十二人。
　同日記者会見した横内頭取は「三―四年後には四十億―五十億円の合併効果を出していく」と強調。合併が地域経済にもたらすメリットは「札幌銀は個人向け、北洋銀は法人向け融資で工夫しており、新銀行は安くて良質で早いサービスが展開できる」と説明した。
　吉野副会長も「札幌銀の顧客にとってはネットワークが四倍になり、今までは紹介にとどまっていた法人向けの高度なサービスを直接提供できる」と指摘した。
　金融市場の混乱で有価証券の値下がりなどが懸念される点について、横内頭取は「確実にリスク資産を圧縮したり、とれる対応をしていくことに尽きる」とした上で、「逆風下の船出ではあるが、帆船は帆の張り方次第で逆風に向かって進むこともできる。我々自身が創意工夫を発揮し、前進を続けていきたい」と決意を述べた。
　同日、横内頭取の訪問を受けた道の嵐田昇副知事は「経済の見通しが非常に厳しいなかで、新しい銀行には道のみならず、道民、企業も大いに期待している」とエールを送った。

北洋銀、リスク管理部門強化、従来型運用脱却めざす。

	2008/10/18, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 847文字


　今回の赤字決算で、札幌北洋ホールディングス（ＨＤ）の中核を占める北洋銀行は大幅な戦略修正を迫られる。残高圧縮やリスク管理の強化で従来型の有価証券運用手法から脱却を目指す。
　北洋銀関係者によると、金融市場の混乱のさなか、高向巌会長が資金運用の担当幹部を強い調子で注意。周囲には「うちの担当者たちの見通しは甘すぎる」と漏らしたという。
　同行は昨年夏以降、景気回復に伴う国内金利の上昇を見越し、利回り益確保を狙って債券からリスク資産、国内から海外資産へと、分散投資を積極的に進めたことが裏目に出た。
　「多額の損失は、我々の想像を超えた事態が起こったからだが、反省すべき点もある」と幹部は語る。赤字決算を受け、資金運用やリスク管理体制の大幅なテコ入れに動き出した。
　札幌銀と合併した十四日付で、資金運用の担当役員を、国際担当と兼務していた佐藤幹常務から、「大番頭」である中井千尋副頭取に移した。それに先立ち、資金証券部長にもリスク管理にたけた人材を登用した。
　市場の激変を受け、リスク資産圧縮にも動き始めた。
　九月上旬には中井副頭取をトップに、関係役員や部長らによる運用会議を設置。相場が大きく動くたびに開き、現状把握や運用方針見直しの是非などを討議する。
　一日付の組織改正では、保有有価証券のリスク管理を専門で引き受ける市場リスク管理室を新設。それまで専任者は一人だけだったが、今後は室長を含む三人が常時、資金運用の状況に目を光らせる。
　だが、世界的な市場混乱、不良債権の増加という「内憂外患」（横内龍三頭取）は続く。
　自己資本比率は国際業務を手がける銀行並みの八％をクリア。「中間期は融資残高は四％強増やし、貸し渋りという認識は全くない」（菊地豊彦ＨＤ専務）と強調するが、経営体力の消耗が進めば、地元企業を支える余力が低下する可能性も否定できない。
　札幌銀との合併で地域のリーディングバンクとして重みは増すが、新生北洋銀がこうした責任に耐えられるか、今回の赤字決算で、注がれる視線は厳しさを増す。

札幌北洋ＨＤ最終赤字、９月中間、株安・大型倒産が直撃、有価証券評価損２０４億円。

	2008/10/18, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 有, 878文字

	


　傘下の北洋銀行と札幌銀行が十四日に合併したばかりの札幌北洋ホールディングス（ＨＤ）が早くも試練に直面している。二〇〇八年九月中間期の連結最終損益が〇一年のＨＤ発足後、初の赤字となると十七日、発表した。世界的な金融不安に道内景気の不透明感もあり、〇九年三月期通期の見通しも大幅な下方修正となる公算が大きい。
　連結最終損益は当初は九十九億円の黒字を見込んでいたが、七十五億円の赤字（前年同期は百五十五億円の黒字）となった。
　赤字転落には二つの大きな要因がある。一つは米国のいわゆるサブプライムローン問題から派生した世界的な株安や債券安が、有価証券運用比率の高い同社を直撃したこと。もう一つは道内での大型倒産の続発だ。本業のもうけを表すコア業務純益は前年同期とほぼ横ばいを確保したが、これらの損失が想定以上に膨らんだ。
　会計基準によれば、保有する有価証券の期末時点の時価が、簿価の五割以下となった場合などには、強制的に簿価を時価まで引き下げ、評価損を計上する必要がある。ＨＤが九月中間期に計上した、それらの有価証券の減損損失は二百四億円に達した。
　加えて、九月中旬に破綻した米証券大手リーマン・ブラザーズの債券を売却し、四十億円近い売却損が発生。含み益のある株式などを九月下旬に大量売却したが補えず、全体の有価証券関係損は百五十億円となった。
　もう一つの不良債権処理費用（信用コスト）の増加。九月中間期での計上額は二百三十五億円と前年同期の三・六倍に膨らんだ。道内建設大手の北野組（旭川市）、十六日に負債総額百十億円を抱え破綻が明らかになったコストデザイン（釧路市）など相次ぐ大型倒産で貸倒損失が急増した。
　ＨＤの自己資本比率は九月末の速報ベースで三月末比一ポイント低下し、八・二％程度になったようだ。最終赤字の計上に加え、保有する有価証券の含み損拡大で自己資本が目減りしている。同行では八％以上を一応の健全性の基準とするが、直近の株価水準が続くようだと、現時点でないとする追加的な資本増強を迫られる可能性もある。

道銀の個人特化型、札幌・北区に１号店。

	2008/10/21, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 358文字


　北海道銀行は二十日、札幌市北区屯田に十六年ぶりとなる支店を開設した＝写真。法人向け業務をせず、資産運用や住宅ローンといった個人向け業務に特化した「パーソナル支店」の第一号店。今後も札幌市内や近郊の新興住宅地に同様の店舗を開設していく。
　堰八義博頭取は「金融市場は混乱が続いているが、長い目で見れば預金から金融商品へと分散する流れにある」と、パーソナル支店の成功に意欲を見せた。十二月には札幌市北区あいの里に二号店を開くほか、来年中に中央区宮の森にも開設する方針を明らかにした。
　屯田の店舗は相談用のブースを多く設置し、第二・第四日曜日にも予約制で営業するなど個人が相談しやすい環境を整えた。細谷淳支店長は「地域の顧客の金融ニーズに合った提案ができる体制をつくり、一―二年で黒字化できるようにしたい」と抱負を語った。

東北地域

民都機構と業務協力、都市開発情報やノウハウ提供、きらやか銀。

	2008/10/03, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 308文字


　きらやか銀行は国土交通省所管の財団法人、民間都市開発推進機構との間で業務協力協定を締結した。都市開発事業に関する投資・金融手法の情報共有化などを通じ、景気低迷の続く地元山形県内の地域活性化につなげる狙い。民都機構の資金をまちづくりに導入するなど出資面での期待もある。民都機構とこの種の協定を結ぶのは全国の地銀で初めて。
　両者は協定に基づき、中心市街地活性化事業や都市開発事業の先行事例や資金調達方法に関する情報交換、ノウハウ提供を進めるほか、山形県内の経済・産業・金融動向についても情報交換する方針。中心市街地で駐車場ビル整備計画などに取り組む場合では、きらやか銀が民都機構に出資を要請することなども想定している。

東北景気に打撃、秋田銀東邦銀有価証券など評価損、株安・円急騰。

	2008/10/07, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 577文字


　米国株式相場の大幅下落を受けた六日の日経平均株価は一万四七三円九銭と四年八カ月ぶりの安値を付けた。円相場も一ドル一〇二円台に急騰。低迷する東北景気への影響は大きそうだ。同日、秋田銀行と東邦銀行が有価証券評価損の発生などで、今期決算予想の大幅な下方修正を発表した。
　東邦銀行の二〇〇八年九月中間期の最終損益（連結ベース）は九億円の赤字（前年同期は三十一億円の黒字）となったようだ。従来予想を四十億円下回った。破綻した米証券大手リーマン・ブラザーズへの債権の処理損失約十三億円など不良債権処理額は期初予想から二十五億円増の三十三億円。通期の純利益は前期比五五％減の二十一億円と従来予想を四十億円下回る見通しだ。
　秋田銀行は今中間期の経常損益（連結ベース）を二十八億円の黒字から二十四億円の赤字に、最終損益は十三億円の黒字から二十七億円の赤字に改めた。中間期の赤字決算は初めて。
　地域経済の悪化に伴う資産劣化に備え引当金を積み増した。不良債権処理額（単体）は期初予想から四十億円増えて五十三億円となった。債券などの評価損を三十五億円計上した。
　九月末までの半年間で単体の自己資本比率は約〇・七七ポイント低下し一一・二％程度に、含み益は約三分の一の八十二億円に減少した。通期では七十二億円の経常利益を二十九億円に、三十八億円の最終利益を十一億円に下方修正した。

みちのく銀、最終赤字８億円、９月中間、下方修正。

	2008/10/15, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 226文字


　みちのく銀行は十四日、二〇〇八年九月中間期と〇九年三月期の業績予想を下方修正すると発表した。中間期の連結経常利益は従来予想を二十一億円下回り前年同期比八八％減の三億円、最終損益は予測を二十億円下回る八億円の赤字（前年同期は二億八千五百万円の黒字）となる。青森県を中心に企業倒産が増え、与信費用が予想を上回ることが影響した。
　〇九年三月期は連結経常利益が従来予想を三十四億円下回り前年同期比四八％減の十七億円、最終利益は二十一億円下回る四億円を見込む。

中小の資金繰り調査、経産局設備投資に慎重論。

	2008/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 321文字


　東北経済産業局はこのほど、東北六県の中小企業を対象に資金繰りなどの状況について聞き取り調査を始めた。政府が検討中の追加経済対策に反映させる狙いだ。
　根井寿規局長は宮城県内の企業から「現時点で銀行の貸し渋りの動きはない」との声が出ていると指摘。ただ、景気の先行き不安から「（設備投資や新規事業など）新しい対応には慎重になっている」との意見も出たという。根井局長は東北経済の現状について、「（米国発の金融危機後の）状況は統計数値に表れていない」としたうえで、「実体経済がどうなっているかを押さえていきたい」と強調。今後の影響を注視していく考えを示した。
　同局が十六日発表した東北六県の八月の経済動向では、基調判断を「弱い動き」のまま据え置いた。

あおもりから要請／店舗統廃合を検討、両理事長一問一答。

	2008/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 428文字


　十六日に記者会見した両信金理事長の一問一答は以下の通り。
　――合併の話はどちらが切り出したのか。
　八戸・小野理事長　「あおもり信金から合併の要請がきた。九月中間期決算で業績が上向かないので合併を模索したいとのことだった」
　――あおもり信金の決算が厳しいのは青森汚泥処理センターの破綻が響いたのか。
　あおもり・小泉豊春理事長　「処理センターの破綻が大きい。中小企業も疲弊して倒産があり、引き当てを余儀なくされた。九月末の自己資本比率は五・一％程度。地域金融機関の役割を果たすため経営基盤を強化する必要があり、小野さんに相談した」
　――リストラは考えているか。
　あおもり・小泉氏　「今のところ職員のリストラは考えていないが、店舗の統廃合は考えていかないといけない」
　――合併するにあたり抱負はあるか。
　八戸・小野氏　「（合併は）融資需要が少なくなり利ざやも薄くなっているのに対応した体質強化だ。（顧客に密着した）フェース・ツー・フェースの取引に力を入れたい」

木更津支店を移転、幹線道沿い個人向け融資強化、館山信金。

	2008/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 379文字


　館山信用金庫（千葉県館山市、本間明理事長）は老朽化した木更津支店をＪＲ木更津駅に近い中心商店街から、住宅街の幹線道路沿いに新築移転し、二十日開業する。駅から遠くなるが、もともと車で来店する客が多く、利便性が高まると判断した。新店舗周辺は今後の住宅開発で人口増加が見込めるため、個人向け融資を強化する。
　新店舗は鉄骨二階建て、延べ床面積三百八十四平方メートル。従業員十人（パートと嘱託含む）を配置する。
　同信金初の半自動貸金庫を五十一箱設置するほか、資産運用の相談などに応じるブースを三カ所設けるなど、個人向け取引に力を入れる。
　目の不自由な人に配慮し、設置する二台のＡＴＭは音声案内が流れる機種を採用。また身障者用トイレを設置し、段差を解消するなど、バリアフリー対応の誰もが利用しやすい店にした。来店者用の駐車場は九台分用意し、うち一台分を身障者用とした。

住宅ローン専門店、仙台南部に出店、北日本銀、広告戦略も展開。

	2008/10/16, , 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, , 472文字


　北日本銀行は二十七日、仙台市南部に住宅ローン専門の「長町ローンプラザ」を出店し、仙台地区での住宅ローンの取り扱いを強化する。二〇〇四年から同地区の中部と北部に一店ずつローン専門店舗を出店しており、今回の出店で地区全体を効率的にカバーする。
　また、仙台地区で住宅ローン「新・家族愛」などの商品認知度を上げるため、十一月をメドにテレビＣＭやポスターを使った広告戦略を展開する。ソフト・ハード両面で需要を掘り起こし、三店舗で年間百億円以上の販売を目指す。
　新店舗はＪＲ長町駅前の商業ビル五階で広さは約八十二平方メートル。所長以下五人の行員を配置し、住宅販売会社や住宅ローン利用者を対象に営業を展開する。ローンプラザとしては同行で初めて口座開設業務も行い、利便性を高める。
　北日本銀はこれまでも仙台地区を法人・個人営業の重点エリアと位置づけ、現在七つの支店を開設している。
　同地区周辺では自動車関連産業の進出や商業施設開設などの動きに伴って、今後も東北有数の住宅需要が見込めることから、通常の支店とは別に、住宅ローンの専門店舗網を整備することにした。

首都圏地域
横浜信金、育児世帯に優遇金利、中京銀、個人向け営業強化（地域金融ダイジェスト）

	2008/10/10, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 288文字


横浜信用金庫（横浜市、斎藤寿臣理事長）は子育て世帯向けの営業を強化する。契約時に小学生以下の子どもがいる保護者を対象に、金利を最大で〇・三％上乗せする定期預金を発売。これまで取引の少なかった三十―四十歳代の顧客獲得につなげる。＠
中京銀行は個人向け営業を強化する。営業統括部の個人営業部門を移管して新たに個人営業部を設置。キャンペーンなど営業推進の企画力を高めるほか、店頭対応の研修を充実させるなど営業体制を整備する。定期預金や投資信託などの販売増加につなげる。＠

木更津支店を移転、幹線道沿い個人向け融資強化、館山信金。

	2008/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 379文字


　館山信用金庫（千葉県館山市、本間明理事長）は老朽化した木更津支店をＪＲ木更津駅に近い中心商店街から、住宅街の幹線道路沿いに新築移転し、二十日開業する。駅から遠くなるが、もともと車で来店する客が多く、利便性が高まると判断した。新店舗周辺は今後の住宅開発で人口増加が見込めるため、個人向け融資を強化する。
　新店舗は鉄骨二階建て、延べ床面積三百八十四平方メートル。従業員十人（パートと嘱託含む）を配置する。
　同信金初の半自動貸金庫を五十一箱設置するほか、資産運用の相談などに応じるブースを三カ所設けるなど、個人向け取引に力を入れる。
　目の不自由な人に配慮し、設置する二台のＡＴＭは音声案内が流れる機種を採用。また身障者用トイレを設置し、段差を解消するなど、バリアフリー対応の誰もが利用しやすい店にした。来店者用の駐車場は九台分用意し、うち一台分を身障者用とした。

群馬県内金融機関、年金や保険販売強化、資金需要・投信低迷で。

	2008/10/16, , 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, 有, 879文字


　群馬県内の金融機関が保険販売など手数料ビジネスを強化している。東和銀行は個人の運用成績で受取額が変動する確定拠出年金制度（日本版４０１ｋ）の取り扱いを八月に始めたほか、十月には医療やがん保険の販売も開始。しののめ信用金庫（群馬県富岡市、横山昇一理事長）も十月、がん保険などの販売をスタートした。企業の資金需要が低迷し融資が伸び悩むなか、サービス拡充で収益を確保する。
　東和銀は三井住友海上火災保険、損害保険ジャパン及び損保ジャパンＤＣ証券と連携し、企業を対象に確定拠出年金の運営受託を始めた。
　厚生年金基金と並び中小企業の多くが加入する税制適格退職年金制度が二〇一二年三月末に廃止になるため、制度の移行を考える企業の間で確定拠出年金の需要は拡大している。
　同行では営業推進部の担当者が各支店を回り、渉外員に確定拠出年金の詳しい制度や商品知識などを指導する研修を実施。導入が見込める取引先約二百社をリストアップし、順次営業を始めている。
　昨年末に窓販が全面解禁となった保険の販売も強化している。医療、がん、介護保険の三商品を前橋市の本店のほか、太田支店、東松山支店など四店舗で販売を始めた。
　県内信金最大手のしののめ信金では窓販解禁に伴い、四月から職員に対し商品知識や販売方法などの研修を実施。十月からアメリカン・ファミリー生命保険のがん保険と医療保険の二商品の販売を始めた。当面は富岡市の本店と高崎支店の二店舗で販売し、顧客の動向を見極めながら他の支店にも広げる方針だ。
　県内では原材料高などの影響を受け建設業などで破綻するケースが相次ぎ、一部企業では設備投資の計画を先送りするなど資金需要は停滞している。収益源として育ちつつあった投資信託の販売は、金融危機による市場環境の悪化で低迷しており収益の下振れリスクが高まっている。保険販売や確定拠出年金の受託は収益への貢献度が高くはないが、商品やサービスの幅を広げ、少しでも融資や投信の落ち込みをカバーしたい考えだ。

多摩で初、中小向け無利子融資、府中市、３年間、５００万円限度に。

	2008/10/18, 日本経済新聞　地方経済面 (東京), 15ページ, 　, 457文字


　東京都府中市は十一月、景気減速や原材料高で経営が悪化している中小企業向けに無利子で三年間融資する制度を始める。まず市が金融機関に紹介し、その金融機関が融資した時の利子を市が肩代わりする。融資の限度は五百万円。株価急落で金融機関が融資の審査を厳しくしているため、中小企業の資金繰りを助ける。無利子融資は多摩地区初。
　対象は市内で事業を一年以上営んでおり、最近の三カ月または一年間の売上高が前年同期に比べて一〇％以上減っている企業。金融機関から融資を受けると、年二・二％の利子の支払いが必要となるが、これを市が全額補助する。使い道は商品の仕入れなど運転資金に用途を限定する。返済期間は三年以内。
　倒産などで返済ができなくなった場合に信用保証協会に肩代わりしてもらうために支払う保証料は企業の負担。
　十一月四日から来年二月二十七日まで申し込みを受け付ける。
　中小企業向けの低利融資は二十三区では大半が実施している。杉並区と大田区、北区は無利子融資を導入。多摩地区では羽村市が十月から実質年利〇・四％の融資制度を始めた。

中部地域
農家向け金利優遇、県信連、燃料高受け支援。

	2008/10/03, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 196文字


　静岡県信用農業協同組合連合会（静岡県信連）は燃料や資材価格の上昇に悩む農家を金融面から支援する。貸出金利を引き下げるほか、利子を助成する。ビニールハウスの維持費や肥料価格が上がって農家の経営を圧迫しているのに対応する。
　金利の軽減は来年九月末までに新たに融資を申し込んだ顧客が対象。期間は最長五年で、年一％を優遇する。既に融資を受けている場合でも融資残高に応じて最大年一％の金額を助成する。

地元金融機関の融資姿勢、「変わらない」５４％。

	2008/10/07, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 329文字


　中小企業の資金繰りが厳しさを増しているが、地元金融機関の融資姿勢について「変わらない」が五四・五％を占めた。「貸し渋りがある」との回答は四・五％にとどまり、「貸しはがしがある」はゼロだった。
　金融機関のみに質問した取引先企業の資金需要については、「ほとんど変化していない」「鈍化した」がそれぞれ二行。融資競争についてはすべての金融機関が「ほとんど変わらない」と答えた。融資を絞り込んでいる業種についても「ない」との回答が最も多かった。
　不良債権への引当金については、「積み増しを検討している」との回答が二行あり、「現時点で積み増す必要はない」も同数だった。
　サブプライムローン問題の影響では「投資信託など金融商品の販売が落ち込んでいる」との回答が目立った。

教育ローンの、金利引き下げ、静岡労金。

	2008/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 155文字


　静岡県労働金庫（静岡市）は教育ローン「ファイト！」の金利を変更すると発表した。返済期間が三年以内の固定金利では従来の年三・一五％を二・〇〇％に、五年超の変動金利では三・〇二五％を二・九〇％に引き下げる。金利見直しで利用者の増加をめざす。同商品は融資金額が一千万円までで、入学金、授業料、下宿費用などに使える。

泉州銀取引先も、参加して商談会、池田銀。

	2008/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 188文字


　池田銀行は十六日、マイドームおおさか（大阪市）で、取引先同士の商談をあっせんするビジネスマッチングフェアを開いた。来春の経営統合を決めている泉州銀行の取引先が初めて参加。会場では、新規事業を支援する「池銀ニュービジネス助成金」の表彰式を開き、ゴムやアルミなどへの成膜技術を開発したプラズマイオンアシスト（京都市、鈴木洋和社長）などに助成金を贈った。同フェアは十七日にも開く。

欧米発の金融危機、八十二銀の業績に影、９月中間予想、大幅下方修正。

	2008/10/18, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 有, 879文字


　欧米発の金融危機が長野県内金融機関の業績に影を落とし始めた。八十二銀行は十七日、二〇〇八年九月中間期の業績予想を下方修正。連結純利益が当初予想を六割強下回る見通しとなった。世界的な株式や債券の価格下落に伴う損失拡大に加え、県外の不動産業を中心に不良債権処理が急増したためだ。足元の株安が続けば有価証券の追加損失は避けられず、〇九年三月期の業績にも暗雲が垂れ込めている。
　大幅減益の主因は不良債権処理費用の急拡大。一般貸倒引当金の繰入額と不良債権処理額を足した「与信関係費用」は百十六億円と、予想から七十億円増えた。都内など首都圏を中心に不動産関連業者の破綻や業績悪化が相次ぎ、追加の引き当てを余儀なくされた。
　株式や債券市場の混乱による減損処理額は計五十五億円にのぼった。債務担保証券（ＣＤＯ）の価格下落に伴い十八億円を処理したほか、経営破綻したリーマン・ブラザーズの発行債券でも八億円の損失を被った。九月末の有価証券含み益が三月末から三割近く減った結果、有価証券関係損益は二十三億円の赤字となり、前年同期から四十六億円悪化した。
　一方、本業のもうけを示すコア業務純益（単体）は二百三億円と、予想を十一億円上回ったもよう。有価証券の利息配当収入が伸びたうえ、物件費や人件費などの経費削減が大きい。しかし、投資信託など金融商品の手数料収入は予想より八億円下振れしており、経営環境は依然として厳しい。
　保有有価証券の含み益が減ったことで、六月末時点で一三・一六％あった連結自己資本比率は九月末に「一二％台に落ち込んだ」（企画部）もよう。一方、不良債権比率（金融再生法ベース）は六月末の五・二％台から五・八％程度まで上昇したようだ。
　〇九年三月期の業績予想は「株式相場の動向を見極めたい」（同）として公表を見送った。ただ、十月に入ってから急激に進む株安の影響で「有価証券の含み益が減少している」という。今後、実体経済の減速がより鮮明になれば不良債権処理コストがさらに増える恐れもある。

	しずおか信金、後継者対象の経営塾を発足。

2008/10/24, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 130文字


　しずおか信用金庫（静岡市）は取引先企業の後継者を対象にした育成塾「しずしん若手経営者塾」をつくった。参加者は五十三人。二〇一〇年九月末までの活動期間に、経営課題の分析方法を学ぶほか、有力企業を視察する。次世代の経営者の成長を後押しし、取引先の経営を支援する。

北陸地域
福井銀、最終赤字に、９月中間、４億円―貸倒引当費膨らむ。

	2008/10/03, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 430文字


　福井銀行は二日、二〇〇八年九月中間期の連結最終損益が四億円の赤字（前年同期は二十五億二千九百万円の黒字）になる見込みだと発表した。従来予想は二億円の黒字で今期、二度目の下方修正になる。北国銀行も九月中間期の連結最終損益が赤字になる見通しで地域経済の厳しさが浮き彫りになっている。
　中間期の連結経常損益の見通しは二億円の赤字（前年同期は三十八億一千百万円の黒字）で、従来予想の七億円の黒字から赤字に転落した。景況悪化で県内の建設業を中心に貸倒償却引当費用を積み増したことや、金融市場の混乱で保有株式の減損処理費が増加したことが響いた。中間期に計上する貸倒償却引当費用は最終的に約三十三億円、株式の減損処理費用は約五億円になる見込み。
　また土地など固定資産評価損が約二億円発生し、特別損失として計上する。中間期の最終赤字は〇〇年九月中間期以来と八年ぶりになる。〇九年三月期通期の連結純利益は前期比七七％減の五億円になる予定。年間五円の配当予想に変更はないという。

関西地銀８行、無担保融資４割減、昨年度、中小資金繰り影響も、停止・見直し相次ぐ。

	2008/10/03, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 有, 811文字


　関西の地方銀行八行が手掛けてきた中小企業向けの無担保の融資制度が転換点を迎えている。今夏、近畿大阪銀行が取り扱いをやめ、みなと銀行も新規融資を止めている。地銀八行の二〇〇七年度の新規融資額は前年度比約四割減少した。中小向けに審査期間の短い資金調達手段として活用されてきたが、中小の業績悪化や地銀の貸し出し姿勢が慎重になってきたことが背景にある。厳しい景気情勢の下、中小の資金繰りにも影響が出そうだ。
　この無担保の融資制度は「スコアリング融資」と呼ばれる。近畿大阪銀は今年七月、システム更新を機にスコアリング商品の取り扱いを正式にやめた。みなと銀は四月から新規融資を止めており「今後は未定」という。紀陽銀行も商品や制度を見直している。
　びわこ銀行は現在、同商品の新規取り扱いをしていないという。同行は「取引先企業の格付けシステムが向上し、素早く融資できるようになった」と説明する。
　関西地銀八行が手掛けるスコアリング融資の新規融資額は〇八年三月期時点で合計約五百億円。ピーク時の〇六年三月期（約千百億円）の半分以下に減り、融資の減少傾向が表れている。八行の中で唯一、金額・件数が増えたのは京都銀行だけだった。
　最も融資額の多い関西アーバン銀行は前年度比三一％減の百六十七億円。近畿大阪銀は六七％減の八十二億円。審査を厳格化し特定の業種を同融資の対象から外した南都銀行は六二％減の三十三億円。滋賀銀行は四二％減の三十二億円。びわこ銀は九六％減の一億円。
　スコアリングの“敗因”として各行が挙げるのが、「中小企業の財務諸表は大企業と比べ正確性に欠けることも多い」（地銀幹部）こと。融資の際に唯一の判断材料とする財務諸表が正確でなければ、貸し倒れのリスクを正確に把握できないからだ。融資前提となる中小の業績悪化に加え、金融機関の貸出競争の激化に伴って貸し倒れリスクをカバーできる金利が取りにくくなったことなども背景にあるようだ。

中小融資開拓へ、専任者を倍増、富山銀。

	2008/10/09, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 399文字


　富山銀行は十月から、中小企業向け融資の新規開拓部門を拡充した。営業統括部の専任者を八人に倍増。二〇〇九年三月期下期に、各担当者が二十件の融資先開拓をめざす。原燃料高で中小企業の収益環境が悪化し、ほかの地銀などとの競争が激しくなる中、今春、専任者を二人から四人に増やしたが、さらに強化した。
　専任者が所属している営業統括部の融資推進グループは富山市など県東部を担当する富山分室、高岡市など県西部を担う高岡分室があり、今年四月以降はそれぞれ二人体制だった。十月からは富山五人、高岡三人に増やした。
　同行は〇八年三月期からの中期経営計画（三カ年）で、〇九年三月期以降は営業部門の拡充を重点テーマに位置付けている。既存の取引先の融資を担当する各営業店と連携しながら、取引先の拡大を図る。
　設備投資や運転資金の需要が見込め県東部に集まる医薬品メーカーや、リサイクルなど環境関連企業を重点的に開拓する見込み。

ＰＬＡＮＴに１９０億円、福井銀など１０行北陸最大の実行額、協調融資。

	2008/10/10, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 450文字


　福井銀行や福邦銀行など十金融機関は九日、ＰＬＡＮＴに対し総額百九十億円の協調融資（シンジケートローン）を実施すると発表した。ＰＬＡＮＴは借入金を一本化し、返済金利を低くし財務体質の健全化を進めたい考え。福井銀によると協調融資としての実行額では北陸では最大規模になるという。
　融資団は福井銀が主幹事で、福邦銀、北国銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行などが参加。百九十億円のうち、百七十億円は今月十四日に融資。返済期間は五年間。ＰＬＡＮＴは二〇〇八年九月期に大型店を三店出店し、六十億―七十億円と見られる投資費用は借入金でまかなってきた。借入金ごとにばらついていた金利を借り換えで一本化し、「金利返済コストを全体で低くする」（同社）考え。
　残り二十億円は契約期間内ならば決められた条件で自由に借り入れができる特定融資枠（コミットメントライン）契約を結んだ。一年ごとの契約で最長五年間まで延長できる。主に短期の運転資金に充てる。米国発の金融混乱に伴う信用収縮が国内に波及する恐れがある中、資金の安定確保につなげる。

東海地域

近畿地域

紀陽銀行、堺に個人取引特化型店。

	2008/10/18, , 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 201文字


　■紀陽銀行　預金や資産運用相談など個人取引に特化した「紀陽ハートフルプラザ北野田支店」を十一月十一日、堺市東区に開設する。個人取引特化型店としては三カ所目で、大阪府内では二カ所目。さらに二〇〇九年二、三月をめどに和歌山市、和歌山県橋本市にそれぞれ一店舗を設ける計画だ。
　北野田支店は南海電鉄高野線の北野田駅前のビル一階に入り、延べ床面積は約二百平方メートル。女性を中心に八人のスタッフで業務に当たる。

５地銀、業績下方修正、滋賀・南都、紀陽ＨＤ、外債など評価損、今期予想。

	2008/10/18, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 有, 1006文字
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	　関西の地方銀行が相次ぎ業績見通しを下方修正している。十七日までにみなと銀行や滋賀銀行など五行が二〇〇九年三月期の連結業績予想の修正を発表。融資先の倒産による焦げ付きの増加や、米金融危機の余波で有価証券の評価損を計上したことが収益を圧迫した。地域経済を支える金融機関の体力低下が続けば、融資態度の厳格化を通じて中小企業の資金繰りに影響を与える懸念もありそうだ。
　みなと銀は十七日、〇九年三月期の連結最終損益が五十八億円の赤字に転落する見通しだと発表した。期初に五十八億円の黒字としていた予想を下方修正するのは七月に次いで二度目だ。
　同日、大阪市内で記者会見した竹内健二専務は「不動産を中心とした倒産、業績の悪化が響いた」と説明した。アーバンコーポレイションなど大口融資が焦げ付き、九月中間期で不良債権の処理費用を六十億円積み増した。
　同行は十月から審査部門の人員を大幅に増強。建設・不動産業の専任担当グループを審査第三部として独立させ、焦げ付きを防ぐ体制を強化した。一方で七年ぶりの最終赤字になる経営責任を明確にするため、頭取を筆頭に役員報酬を最大三〇％減額することも発表した。
　滋賀銀も同日、連結最終利益を前回予想比六〇％減の三十億円に下方修正した。九月に経営破綻した米リーマン・ブラザーズが発行していた円建て社債の減損処理が響いた。同じくリーマン社債の評価損に苦しんだ紀陽ホールディングスは前回予想比三六％減の八十六億円に修正している。
　南都銀行は保有する証券化商品や株式の価格下落で損失を計上。関西アーバン銀行はみなと銀と同じく不動産業融資先の業績悪化による融資の焦げ付きが響いた。
　十月に入ってから日経平均株価が九〇〇〇円を割り込むなど株式市場は不安定な状態が続いている。帝国データバンク大阪支社の調査では、〇八年四―九月の近畿二府四県の企業倒産（負債額一千万円以上、法的整理のみ）は負債総額が前年同期比四四％増の五千二百十八億円。倒産件数も七％増の千五百七十一件となった。
　関西地銀の自己資本比率は〇八年三月末時点で健全度の目安とされる八％を上回っている。しかし、米金融危機の影響で国内外の景気悪化が鮮明になりつつあり、株価の低迷や倒産の増加が続けば審査の厳格化を通じて各行の貸し出し姿勢に影響を与える可能性もありそうだ。


中国地域
中国銀、外国人客の接客強化、中国語のマニュアル配布。

	2008/10/15, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 419文字


　中国銀行は店頭を訪れる外国人顧客への接客に力を入れる。特に岡山空港の国際線就航などで中国人の銀行利用が増えてきたことから、十一月上旬をメドにＡＴＭの操作方法を中国語で説明した書面を配布する。海外送金の申込書の記入例を中国語で記したものも店頭に置き、顧客の便宜を図る。
　同行の行名を見た外国人が中国の主要銀行「中国銀行（バンクオブチャイナ）」と間違って店頭を訪れることが多いため、東京と大阪にあるバンクオブチャイナの日本支店の店舗を案内する書面も用意した。英語を話す顧客が窓口を訪れた場合に備えて、様々な金融用語を英語で記した会話マニュアルを行員に配備している。
　岡山県はこのほど海外からの旅行客の誘致に力を入れることなどを盛り込んだ観光立県戦略を打ち出した。岡山空港からは中国や米国（グアム）などとの間に定期便があり、今後来県する外国人が増えることが予想される。同行では「多様な顧客を念頭においた店頭サービスが必要になる」と話している。

四国地域

四国銀、ものづくりセミナー、最先端の技術講演、製造業を支援。

	2008/10/10, , 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, , 342文字


　四国銀行は高知県工業会と組み、四国の製造業を支援するため「四銀ものづくりセミナー」を始める。専門家らが講師となり最先端技術や工場の作業改善策などについて講演する。同行の地元の高知県では製造業の層が薄く、ものづくりの機運を盛り上げる狙い。製造業関係者のほか一般も参加できる。
　一回目は二十三日、高知市の本店で午後二時から開き、高知工科大学の筒井康賢副学長が「ものづくりと流れ学」と題して、微細加工技術やプロペラ、風力発電の仕組みなどについて話す。
　今後は年に一―二回のペースで開催する。セミナーの参加費は無料で、定員は六十人。申し込みはお客さまサポート部（（電）０８８・８７１・２２３６）。
　同社は昨年、お客さまサポート部に製造業を支援するチームを設置、製造業の育成に力を入れている。

百十四銀、純利益５１％減、今期予想を下方修正、与信費用膨らむ。

	2008/10/15, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 291文字


　百十四銀行は十四日、二〇〇九年三月期の連結純利益が前期比五一％減の五十二億円になりそうだと発表した。従来予想を三十二億円下回る。不動産や建設業など中小企業の融資先の業況悪化で、与信費用が大きく膨らむため下方修正した。
　経常収益は三％減の八百六十億円と従来予想を据え置いた。米証券大手リーマン・ブラザーズ社債の売却損や保有株式の評価損などを計上、経常利益は五六％減の七十五億円になるもよう。従来予想から半減する。
　〇八年九月中間期の連結純利益は前年同期比六八％減の二十三億五千万円の見通し。従来予想を十九億五千万円下回る。与信費用は五十五億円と従来予想（二十七億円）に比べ倍増する。

２年間、金利を優遇。

	2008/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 140文字


　■高知銀行　十七日、二年間優遇金利を適用するスーパー定期預金「くらしの応援定期ビビッドプラス」の取り扱いを始める。預金獲得強化の一環。店頭表示利率に〇・三％を上乗せする。預入金額は百円以上、一千万円以下。十二月三十日まで取り扱うが、二百億円の募集額に達した時点で販売を終了する。

百十四銀再び、業績下方修正、今期、融資先破綻で。

	2008/10/21, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 247文字


　百十四銀行は二十日、二〇〇九年三月期の連結業績予想の下方修正を発表した。同行は十四日に下方修正したばかり。修正発表後に融資先が経営破綻したため与信費用が増加し、純利益は前期比五五％減の四十七億円になる見込み。前回予想より五億円下回る。
　名証セントレックス上場で医薬品開発支援の富士バイオメディックスが民事再生法の適用を申請したため、与信費用（個別ベース）を約十億円積み増した。民事再生法適用の申請は今月だが、同行は同社が九月末時点で実質的に破綻状態だったとして、九月中間期に引き当て処理する。

個人ローン業務、高知と西条に新店、愛媛銀、土日も営業。

	2008/10/21, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 326文字


　愛媛銀行はリテール（小口金融）強化に向け、個人ローンの相談・受付業務を手がけるローンセンターを高知市と愛媛県西条市にそれぞれ新設する。土・日曜日も店舗を開け、平日の来店が難しい顧客への営業にも力を入れる。利便性の向上を図り、新規の顧客獲得につなげたい考えだ。
　新設するのは「ローンセンター高知」（高知市）と「ローンセンター西条」（西条市）の二店舗。高知は今月二十七日に、西条は十一月七日に開業する。
　両店舗とも個人ローンの相談・受付業務に特化した店舗で、土・日は午前十時から午後五時まで営業する。
　平日の営業時間は午前十時から午後七時まで。ただ水・木曜日と祝日、振り替え休日は休業する。
　土・日でも祝日と重なった場合は店舗を閉め、年末年始も休業する。

九州地域

検証ふくおかＦＧの、（４）、トップに聞く、長崎でシェア首位狙う、親和銀行

	2008/10/03, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 652文字
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	　――この一年の感想は。
　「昨年十月に頭取に就任したときは、取引先や旧来の株主が混乱していたため、行員を落ち着かせて業務に取り組ませるように心がけてきた。取引先でもあった旧来の株主からの反発を心配していたが、実績を見ていただくしかないと努力してきた。当行がふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）の仲間に入って良かったという声は多い」
　――預金・貸し出しや不良債権処理など経営状況は。
　「長崎県内での個人預金残高は七月から前年同月比でプラスに転じている。貸出金残高は不良債権処理を進めたため、全体はマイナスだが、同県内での正常債権は上期が期中平均残高ベースで前期比プラスに転じるなど、目標通り進んでいる」
　「二〇〇九年三月末に不良債権比率を七％台に下げる計画は達成できるとみており、一〇年三月末には五％台に低下させる計画も視野に入れて動いている。まずは大口案件の処理を加速していく必要がある。現在は反転の時期であり、将来は長崎県内でトップシェアを持つ銀行になる意気込みを持っている」
　――ライバルである十八銀行との競争は激しさを増している。
　「ふくおかＦＧの子会社になる以前の当行のレベルは十八銀とさほど変わらなかったが、福岡銀行は関東などで競争しており、その分融資手法などノウハウは多い」
　「全体として経営状況は上向きだが、目標を達成している支店とそうでない支店があり、むらを出さないようにすることが課題だ。これからはＶ字回復をする時であり、一人ひとりの行員に対し、目標達成に向けた強い意識を持たせたい」 


大分銀中小の事業承継支援。

	2008/10/09, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 251文字


　大分銀行は月内から取引先の中小企業の事業承継の支援に乗り出す。経営者の高齢化が進む一方、後継者の確保が困難になっている。同行ではグループ会社や中小企業基盤整備機構などの公的機関や弁護士、公認会計士、税理士ら専門家とのネットワークを活用、取引先企業の事業承継計画を立案するほか実行に際し各種相談にも応じる。
　当初のコンサルティングは無料とし、顧客企業の問題点を洗い出す。企業にとっては資産処分や投資、相続税対策など大掛かりな計画が必要になる場合もあるため、その場合は有料にし、より具体的計画を作成する。

鹿児島銀行、環境配慮の自動車ローン。

	2008/10/15, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 169文字


　■鹿児島銀行　十五日から環境配慮型の新商品「かぎんマイカーローン」を販売する。自動車購入や修理資金への融資一件ごとに、同行が一トンの二酸化炭素（ＣＯ２）排出量を購入する金額を肩代わりする。日本の温暖化ガスの排出削減目標達成に貢献する狙い。ハイブリッド車などエコ車両の購入や修理資金への融資に対し金利を年〇・三％優遇するサービスも始める。

イオン銀行、九州初の有人店舗開設。

	2008/10/15, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 154文字


　■イオン銀行　十四日、九州では初めてとなる有人店舗を十一月二十九日に開設すると発表した。福岡県内のイオングループのショッピングセンター三店舗（イオンモール福岡ルクル、イオン香椎浜ＳＣ、イオンモール筑紫野）内に出張所を設ける。年中無休で午後九時まで営業。預金のほか投資信託など資産運用商品や住宅ローンも扱う。

医療・がん保険、肥後銀が販売、本店などで２０日から。

	2008/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 280文字


　肥後銀行は十六日、医療保険、がん保険の販売を二十日から始めると発表した。まず、熊本市内の本店営業部、主要六支店、「ローンプラザ砂取」で取り扱う。個人向けの資産運用相談窓口「フィナンシャルプラザ上通」でも商品説明を始める。幅広い顧客需要に対応し、手数料収入を確保。ノウハウ蓄積などの状況をみて、今後拡大する方針だ。
　二十日から販売するのは、医療保険がアメリカンファミリー生命保険の「ＥＶＥＲセレクトプラン」、がん保険が東京海上日動あんしん生命保険の「がん治療支援保険」。十一月一日からは損保ジャパンひまわり生命保険の医療保険「健康のお守り」の取り扱いも始める。

福岡――西日本シティ銀、保険商品拡充（地域金融ダイジェスト）

	2008/10/16, , 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, , 155文字


西日本シティ銀行はほぼ全店にあたる百九十二店で、医療保険やがん保険、一時払い終身保険の販売を始めた。四月から十八店で試験導入していたが、店頭説明などの販売体制が整ったため一気に取扱店を拡大する。＠

医療・がん保険、肥後銀が販売、本店などで２０日から。

	2008/10/17, , 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, , 280文字


　肥後銀行は十六日、医療保険、がん保険の販売を二十日から始めると発表した。まず、熊本市内の本店営業部、主要六支店、「ローンプラザ砂取」で取り扱う。個人向けの資産運用相談窓口「フィナンシャルプラザ上通」でも商品説明を始める。幅広い顧客需要に対応し、手数料収入を確保。ノウハウ蓄積などの状況をみて、今後拡大する方針だ。
　二十日から販売するのは、医療保険がアメリカンファミリー生命保険の「ＥＶＥＲセレクトプラン」、がん保険が東京海上日動あんしん生命保険の「がん治療支援保険」。十一月一日からは損保ジャパンひまわり生命保険の医療保険「健康のお守り」の取り扱いも始める。

総合

２．１３　グローバル戦略

２．１４　財務（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
３　メガバンク

３．１　貨幣取引，資金調達

３．２　企業金融戦略

３．３　個人金融戦略

３．４　政府金融

３．５　フィービジネス戦略（投資銀行業務もここ）

３．６　リスクマネジメント

３．７　ローコスト戦略

３．８　人材・組織戦略

３．９　チャネル戦略

３．１０　情報システム戦略

３．１１　アライアンス戦略

３．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）

３．１３　グローバル戦略

３．１４　財務戦略（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）

４．１　非銀行金融機関

４．２　外国金融機関
米金融安定化法が成立、危機克服まだ序盤戦、カギ握る「値決め」（景気がわかる）

	2008/10/05, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 有, 1377文字


　【ニューヨーク＝財満大介】金融安定化法の成立を受け、米政府は今後、巨額の公的資金を使い金融機関からの不良資産買い取りに着手する。金融危機の本質に迫る対策がようやく始まるが、すでに経済の変調は金融部門から実体経済へと及んでおり、危機の収束には程遠い。金融市場は法律が成立した三日も緊張が解けず、先行きへの不安が解消する兆しは見えていない。（１面参照）
　市場混乱の根底にあるのが、金融機関が保有する住宅ローンなどの不良資産だ。値下がりが続くため市場で買い手がなく、損失を生み出し続ける。それを政府が代わって買い取り、金融システムからいったん切り離すことで金融機関の再建を助け、信用収縮を緩和するのが制度の狙いだ。
ローン市場刺激
　安定化法では、政府は段階的に最大七千億ドル（約七十四兆円）を投入できる。金融機関から半値で買うと仮定すると、帳簿上の価値で一兆四千億ドル分の資産を買い取れる計算だ。
　米住宅ローンと商業用不動産ローンを合わせた残高は十五兆ドル前後。ただ金融機関は過去一年にわたり損失処理を進めているため、現在の帳簿価格はこれより少ない。「政府が買うことで民間投資家を市場に呼び戻す効果がある」（ドイツ銀行）ため、まひしている住宅ローンの流通市場を活性化できるとの期待がある。買い取り対象には証券化商品である住宅ローン担保証券（ＭＢＳ）なども含まれる。
　新制度は金融再編を後押しするとみられる。不良資産の処分を終えた金融機関には、投資家も出資や買収を決断しやすい。体力の低下した金融機関を余裕のある大手が吸収する形で、救済も進みやすくなる。
逆入札にリスク
　ただ、新制度の運用には課題が多い。まず値段があってないような証券化商品を含め不良資産の値決めをどうするか。買い取り価格が高ければ公的資金に損失が生じ、安ければ銀行が売らない恐れがある。政府は金融商品を満期保有した場合の価格を目安とする考えで、比較的高値を設定するとみられる。
　政府は最も安い価格を示した金融機関の資産から順に買い取る「逆入札」方式とする方針。この方法だと、経営体力に余裕のある金融機関が先に資産を処分し、弱った金融機関ほど後回しになる公算が大きい。弱い金融機関が次々と破綻すれば市場安定につながらない恐れがある。
　不良資産の買い取りは別の問題も引き起こす。金融機関が資産を売り、損失を計上すれば自己資本不足に陥りかねないからだ。こうした金融機関は資本を増強できなければ、貸し渋りに走る可能性が大きい。健全な財務体質を保ちつつ、貸し渋りを避けるためには、公的資金による資本注入といった対策が必要になるとみられる。金融安定化法はそこまで踏み込んでいない。
次は実体経済
　また、法律には資産の時価評価見直しなど積極的な損失処理と逆行する条項もある。経営者の報酬制限も「比較的健全な金融機関が買い取り制度を利用しなくなる要因」（調査会社ＲＤＱエコノミクス）。新制度が金融機関によって実際に利用されるのかは不透明だ。
　仮に不良資産の買い取りが順調に進み、金融機関が体力を回復したとしても、問題は片づかない。危機は金融不安から実体経済の悪化という次の局面に移りつつあるからだ。不安定な金融システムを抱えつつ景気後退に突入する恐れもある。

ＡＩＧが系列３社売却、国内生保再編の引き金、４強体制に異変も。

	2008/10/05, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 有, 1308文字


　米保険最大手アメリカン・インターナショナル・グループ（ＡＩＧ）が日本の生命保険三社の売却方針を決めたことで、国内生保業界の勢力図が塗り替わる可能性がでてきた。中でも業界五位の保険料収入を持つアリコジャパンの行方は、日本生命保険など四大生保を中心とした体制を揺るがす。売却先として国内のほか海外大手勢の名前が浮かぶ。米金融危機が日本の生保業界再編の引き金を引く。
　ＡＩＧが売却を決めたのはＡＩＧエジソン生命保険、ＡＩＧスター生命保険、アリコジャパンを含む米アリコ。関係者によると三社の売却先候補として、国内では東京海上ホールディングスや日本生命保険など、海外では独アリアンツや仏アクサ、英プルーデンシャル、米プルデンシャルなどの世界大手の名前が挙がっている。
　【アリコの通販魅力】売却対象の三社で最も関心が高いのがアリコの行方だ。アリコジャパンの二〇〇八年三月期の保険料収入は一兆四千億円で業界五位。仮に六位以下の準大手生保がアリコを手に入れれば、一気に四位の住友生命にほぼ並ぶ勢力になる。戦後から続く四大生保体制が大きく揺らぐ。
　アリコは四大生保にとっても魅力がある。アリコは代理店網やテレビコマーシャルを使った通信販売、銀行窓販など多彩な販売チャネルが強みだ。「生保レディー」による販売が主体の四大生保とは顧客層が異なる。
　通販で売るシンプルな医療保険や、銀行窓口で得る年金商品を扱う場合、第一生命保険や富国生命保険のように、本体とは別の専業の子会社を持つ方が、機動的に商品開発できる利点がある。
　日生などこうした子会社を持たない大手生保がアリコを手に入れれば、「商品開発と販売網の両面で相乗効果が出る」（大手生保）。国内販売は軒並み停滞しているが、状況を打開する突破口にもなりそうだ。
　【スター・エジソンの契約健全】一方、ＡＩＧスター生命保険とＡＩＧエジソン生命保険は来年一月に合併する予定で、両社まとめて売却される可能性がある。国内にしっかりした足場のない海外の大手にとっては、格好の買い物といえそうだ。
　両社ともかつて経営破綻した中堅生保がもとだが、破綻時に不採算の契約を切ったため保有契約は健全とされる。ＡＩＧの傘下とはいえ、職員のほとんどは日本人。両社合わせ九千人近い営業職員を抱えており、“居抜き”で日本市場の販売シェアをとれることになる。
　仮に世界大手のアリアンツやアクサが買収に成功すれば、国内市場での海外勢の存在感が一段と高まる可能性もある。
　ただいずれのケースでもネックとなるのが買収額だ。アリコだけで一兆円、エジソン、スターも合わせて数千億円規模とみられる。
　しかもＡＩＧ側は株式交換などではなく現金による売却を求めるとされており、買収には相当な資金力が必要だ。「国内勢では厳しい。世界でも手を出せるのは数社」（国内大手幹部）との見方もある。
　破綻寸前まで追い込まれたＡＩＧの資産内容や、資本関係が入り組んだ組織形態への不信感も根強い。買収に向けては「精緻（せいち）な資産内容の調査が不可欠」（国内損保幹部）との見方が一般的。買収相手が決まるまでには紆余曲折（うよきょくせつ）がありそうだ。

出口見えない金融危機（上）米金融安定化法が成立―矛盾抱え見切り発車。

	2008/10/05, 日本経済新聞　朝刊, 6ページ, 有, 1415文字


　【ワシントン＝大隅隆】米金融安定化法が難産の末に成立した。政府の大規模な介入で金融危機は新たな局面に入った。しかしマネーが凍り付き、実体経済の悪化が鮮明になるなかで、米国だけでなくグローバルな危機への不安も台頭している。世界を震撼（しんかん）させた金融危機の出口はまだ見えない。（１面参照）
　「はるかに良い法案にできたはずなのに今回は環境が許さなかった」。三日の法律成立直後。米議会で記者会見に応じたペロシ下院議長（民主）はこう語った。
　市場圧力に押された超党派での合意・可決。ペロシ議長の念頭にある「もっと良い案」とは、倒産法制見直しによる借り手保護の強化や国民負担のさらなる抑制策とみられる。
　「議会の行動を称賛したい」。同日、バーナンキ米連邦準備理事会（ＦＲＢ）議長はこのような声明を発表したが、ペロシ氏とは正反対の不満を内心感じていたとしても不思議ではない。
　同議長は法案協議中の九月二十四日の議会証言で、事前に用意していた原稿を突然読み飛ばし、「政府が（住宅ローン債権などの）新たな買い手として登場することで、投げ売り価格しかなかった従来と状況が変わる」と発言。時価評価を迫られる民間の会計基準に縛られず長期保有が可能な政府の買い入れ価格は、今の投げ売り価格よりも高くなるとの見方を示した。
　だが、この発言は「不良資産を公的資金で高値で買い取る考えだ」との批判を浴び、翌日議長は釈明に追われた。金融安定化へ金融機関からの不良資産分離を優先する議長の考えは、できるだけ安く買い取って国民負担の抑制を重視する考えと相いれない。安定化法はこのジレンマの優先順位を明確にできないまま成立した。
　国民負担抑制を求める政治の論理と、金融安定化を重視する経済の論理。米証券大手リーマン・ブラザーズの破綻に背中を押されるように始まった法案協議の混迷の原因は、「政治」と「経済」のねじれに尽きる。金融危機が実体経済に波及し始めたことで議会は法案可決を優先した。だが安定化法の運用にあたって抱え込んだ矛盾が顕在化し、買い取り制度が開店休業状態に陥る可能性がある。
資本注入を提言
　民間では「次」を見据えた提言が活発になっている。「公的資金による資本注入を」。安定化法成立を控えた二日。世界の主要金融機関で構成する国際金融協会のダラーラ専務理事は記者会見で語った。資本注入は、政府による経営介入を招き民間金融機関としては避けたいはずだが、資本増強のためには「必要」とダラーラ氏は断言する。
　コロンビア大のハバード、メイヤーの両教授は、米ウォールストリート・ジャーナル紙で、政府の支援で居住用の住宅ローンをすべて年利五・二五％の「三十年固定型」に入れ替えるよう提言した。信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）には当初は低金利だが急に上昇するタイプがあり、返済に行き詰まったケースが多発した。
　両教授の提案は政府管理下に入った住宅金融二公社を活用するもので、住宅ローンの焦げ付きや住宅価格の下落が止まらない限り、金融や経済の安定化は難しいとの考えだ。
　安定化法成立で今年三月以降に米政府が投じると決めた金融危機関連の公的資金は約一兆三千億ドル（約百三十六兆円）。米国内総生産（ＧＤＰ）の一割に当たる規模になった。だが、米国の金融安定化はまだ試行錯誤の段階にある。

公的資金、米、まず大手９行に注入、大統領対策発表、年内、全体で２５兆円。

	2008/10/15, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 有, 1171文字


銀行間取引保証　当座預金を全額保護
　【ワシントン＝大隅隆】ブッシュ米大統領は十四日、金融機関への資本注入を柱とする総合的な金融安定化策を発表した。金融安定化法に基づく最大七千億ドル（約七十兆円）の公的資金のうち二千五百億ドル（約二十五兆円）を資本注入に使う方針で、ＪＰモルガン・チェースなど大手九行に千二百五十億ドルを先行注入する。銀行間取引への保証や預金保護の拡大など、欧州並みの幅広い安全網も設ける。欧米主要国がグローバルな金融危機打開へ足並みをそろえた。（関連記事３、７、９面、関連特集６面に）
　ブッシュ大統領は十四日朝、「今回の措置により企業や個人が融資を受けやすくなる」と強調。政府介入の強化は、危機を克服し実体経済の底割れを防ぐための「一時的措置」と説明した。欧州も約三十七兆円の公的資金注入枠を設けるほか、日本も公的資金注入制度を検討しており、日米欧の制度が出そろう。
　資本注入に活用する二千五百億ドルの公的資金は全米の銀行の自己資本の約二割に相当する。政府は株主総会での議決権がない優先株を年内に購入。経営への介入を抑えながら金融機関の自己資本増強を支援し、企業や個人への貸し出しを促す。資本注入を受ける銀行は経営者の報酬を制限する条件が付く。
　十三日に金融界トップと会談したポールソン財務長官は同日の会見で「大手九行が今回のプログラムに参加することに合意した」と明らかにした。注入対象は流動的だが、米メディアによると、ＪＰモルガン、シティグループ、バンク・オブ・アメリカ、ゴールドマン・サックス、モルガン・スタンレー、ウェルズ・ファーゴ、バンク・オブ・ニューヨーク・メロン、ステート・ストリート、メリルリンチの九行になる見通し。
　米政府は金融システムの根幹を担う大手にまず資本を注入。中小銀行に順次拡大する構え。投入する公的資金は新たに国債を発行して調達する。
　一方、米連邦預金保険公社（ＦＤＩＣ）は、銀行間取引などの焦げ付きを保証する新たな制度を導入する。二〇〇九年六月末までの銀行・貯蓄金融機関の債務が対象で、一二年六月末まで保証する。貸し倒れ懸念から銀行間取引を見合わせる動きが広がっていることに対応。欧州と足並みをそろえ、銀行間取引の正常化をめざす。
　預金者向けの安全網では、中小企業などが利用する無利子の決済性預金（当座預金など）を全額保護する。〇九年末までの時限措置とする。
米政府の金融危機対策の骨子
○最大二千五百億ドルの公的資金を金融機関に資本注入。優先株の購入の形で年内に実施。
○大手九行に先行注入
○金融機関の経営者に報酬制限
○連邦預金保険公社（ＦＤＩＣ）は銀行間取引などを保証する制度導入
○中小企業が利用する無利子の決済用預金を二〇〇九年末まで全額保護
○米連邦準備理事会はコマーシャルペーパー（ＣＰ）を購入

シティ２８００億円赤字、７―９月最終損益。
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　【ニューヨーク＝松浦肇】米大手銀シティグループが十六日発表した七―九月決算は、最終損益が二十八億一千五百万ドル（約二千八百億円）の赤字（前年同期は二十二億一千二百万ドルの黒字）となった。最終赤字は四・四半期連続。証券化商品の評価損など信用収縮に関連して約九十二億ドルの損失を計上した。（関連記事９面に）
　証券大手メリルリンチも同日決算を発表した。約百二十億ドルの損失を計上し、五十一億五千二百万ドル（約五千百億円）の最終赤字（同二十二億四千百万ドルの赤字）だった。
　シティは在庫として抱えていた証券化商品などの評価損を四十四億ドル計上。貸倒引当金の積み増しは前年同期比四十二億ドル増えた。信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題に端を発した金融機関の経営悪化は、法人金融に加えて個人金融にも拡大。カード融資などの不振も米国から欧州、アジア地域に広がる気配だ。
　時価会計の見直しで一部有価証券の評価損が圧縮される可能性があり、損失の実態がわかりにくくなる恐れがある。景気減速で融資の焦げ付きに対する引き当ては止まらず、金融機関の損失計上は続くとみられる。

以上
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